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1. はじめに

本稿1,2の目的は、豊富な実証研究にもとづいて提示された新規事業開発を成功に導くマ

 
2006 年 6 月 8 日提出、2006 年 9 月 29 日再提出、2006 年 12 月 12 日審査受理。

1 本稿は筆者の東北大学大学院経済学研究科博士論文（伊藤（2005））の一部を大幅に加筆修正したも

のである。
2 本稿は新規事業開発に関する最新の研究成果や事例を検討することを通じて、新たな理論開発を試み

るという研究の初期段階の研究成果として投稿するものである。この目的に照らし合わせると本稿は未完

であるが、文献レビューおよびケーススタディの新鮮さの価値を重視し、これまでの成果を研究ノートと

して投稿することにした。例えば、本稿でケーススタディを行ったルーセントテクノロジー社は今年仏ア

ルカテル社と合併の発表を行ったため、本稿の文脈での追加調査は極めて困難になった。
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ネジメント手法および理論モデルに関する主要な最新研究を取り上げてレビュー3し、さ

らにこれらの理論モデルの実践例であるルーセントテクノロジー社のニューベンチャー活

動の事例を調査分析し、背景にある理論モデルの妥当性を議論することである。

本稿でレビューを行うマネジメント手法やモデルは、豊富な実証研究にもとづいた最新

のものであり、このなかには最近議論され始めた社内外との積極的な活動を含むようなオ

ープンな新規事業開発プロセスに関するものも含んでいる。それぞれの手法やモデルは、

新規事業開発プロセスに携わるチャンピオンの視点、ミドルマネジメントの視点、および

トップマネジメントの視点によるものの 3 種類を取り上げた。これら 3 つのマネジメント

レベルの視点を分ける基準は、主な行動主体がどのレベルのマネジメントであるモデルな

のか、またそのモデルを推進するためにどのレベルのマネジメントまで積極的に関与する

必要があるかということである。

チャンピオンの視点とは、新規事業開発のプロセスを推進する現場の担当者の視点であ

り、現場の担当者の行える範囲のプロジェクトのマネジメント手法についての視点である。

ミドルマネジメントの視点とは、新規事業プロジェクトを管理する部門のマネジャーを中

心とする視点である。具体的には、主にこの管理部門の行う範囲のマネジメント手法につ

いての視点であり、社内の部門横断的なマネジメントを中心的に扱っている。トップマネ

ジメントの視点とは、新規事業開発プロセスを全社的なマネジメントの視点で行う手法や

モデルについての視点である。具体的には、社内の各事業部門間の活動や社外の組織との

活動や社外の組織の買収や売却のプロセスというトップマネジメントを中心とするマネジ

メントの視点である。例えば、社内の部門横断的なマネジメントをもちろんのこと、社外

にベンチャーを生成し、それを他社へ売却し、または社内の事業部門と組織統合するよう

な広範なマネジメントまで含めているオープンなプロセスのモデル4といえよう。レビュー

する文献の特徴を比較すると表１のようになる。

表 1 レビュー文献の特徴比較
表１：レビュ 文献の特徴比較

文献 主なマネジメント階層 対象プロジェクトフェーズ 主なマネジメントの活動組織範囲 主な焦点
Markham(2002) 担当レベル 立ち上げフェーズ プロジェクト内 プロジェクトの立ち上げ
Leifer et al.(2001) ミドルレベル 推進フェーズ プロジェクト内外の社内部門横断 プロジェクトのマネジメント
Chesbrough(2003) トップレベル 全フェーズ 社内外 複数プロジェクトの全社的マネジメント

大
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なお、ここでは主要な手法やモデルに絞ってその詳細を紹介し、議論することにする。

また、トップマネジメントの視点でのモデルの議論では具体的な応用事例としてルーセン

トテクノロジー社のニューベンチャー活動を調査分析する。

また、本稿では新規事業開発を、既存事業の流れのなかでは出てこない事業、すなわち

既存事業の延長上にはない新規事業を、社内資源を活用して創造する努力をさす（榊原・

滝・沼上(1989)）ものと定義する。

3 本稿は筆者の新規事業開発に関するレビュー論文（伊藤（2002））においてレビューを行った先行研

究以降の新規事業マネジメントの理論やモデルに関する主要な研究に絞ってレビューを行うものである。

それ以前の新規事業開発に関する先行研究のレビューの詳細については伊藤（2002）を参照のこと。
4 ここではオープンという意味を社外との事業活動やマネジメントを含んでいるという意味で使用して

いるが、さらに具体的には第 4 節の議論を参照されたい。
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2. チャンピオンの視点での新規事業開発を成功に導くマネジメント手法

新規事業開発を成功させるためには、“死の谷”を無事に横断しなければならない。死

の谷とは、新規事業の開発のレベルにおいて開発予算と商業化予算の間のギャップであり、

アイディアの技術的な発明または市場の認識とその商業化のための努力とのギャップであ

る。そして、その段階には①研究、②新規事業のコンセプトの確立、③新規事業の潜在力

の立証、④新規事業の公式な開発、⑤市場への参入、が存在する。（Markham（2002））
これまで主にチャンピオン5に関する研究を行ってきた Markham（2002）は、新規事業開

発プロセスに存在するこの死の谷を横断するためにチャンピオンが熱意や洞察以上に必要

な具体的なマネジメントについて、以下のように開発の段階にあわせて説明している。

2.1 Markham（2002）による 9つのマネジメントステップ
ステップ 1：研究の商業的価値を発見せよ

チャンピオンが最初に行うべきことは、ある特定の技術または市場での発見が実際に商

業的な価値を持っていることを認識すること、つまり企業家的なひらめきとして技術と市

場を結び付ける洞察を行うことである。そして、これらの技術を利用する製品のアイディ

アを考案することである。このために技術の持ついくつかの異なる能力のそれぞれを利用

する製品と市場との多くの組み合わせ（技術―製品―市場の関係）を調査することが必要

となる。そのためには、技術 T－製品 P－市場 M の関係図を描いて考察するとよい。 
例えば、アイディアのもととする技術として第二糖尿病をテストするために必要な化学

反応という技術を考えてみよう。この場合Ｔは第二糖尿病をテストする化学反応である。

この技術から想定できる製品としては、家庭内でのテスト用製品（P1）、診療所でのテス

ト用キット製品（P2）、および大量なテストを行う大規模臨床試験所向けテストキット製

品（P3）、が考えられる。そして、それぞれの顧客区分としては、患者自身（M1）、医者

（2）およびヘルスケア提供業者（M3）となる。この場合には、おのおのの製品アイディ

アは各顧客区分に対し、それぞれ異なる価値のポジショニング（製品コンセプト）でつな

がっていて、1 つの技術で 3 つの製品アイディア、そして 3 つの市場区分という合計 3 つ

の T－P－M の組み合わせになっている6。チャンピオンは、この作業のなかで、限られた

資源のなかでもっとも大きな市場ニーズのある魅力的な組み合わせを見つけ出すことが重

要となる。

ステップ 2：研究上の発見を 1 つの製品アイディアとせよ

チャンピオンが次に行うべきことは、この技術―製品―市場の関係に磨きをかけること

である。つまり多くの製品アイディアのうちその技術にとっての最良な製品アイディアを

見出すために、市場を細分化する作業を行うことである。具体的には技術と細分化した市

場を組み合わせて多くの製品アイディアにし、その製品アイディアの 1 つ 1 つを顧客のニ

 
5 チャンピオンとは、新規事業などのプロジェクトを擁護・支援し、時には自ら中心的なプロジェクト

リーダーになってプロジェクトを推進する人物である。この Markham(2002)では、チャンピオンがプロ

ジェクトリーダーになるかならないかにかかわらずプロジェクトの立ち上げ段階を成功させるために必

要な熱意以外のスキルについて提示している。
6 場合によっては、同じ P について複数の M が存在する場合もあり、その場合は T－P－M の組み合わ

せはより多くなる。
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ーズの観点から検討していくことによって、最終的に技術の能力と顧客のニーズとの間の

最も市場性のありそうな組み合わせを見出すことである。この作業のためには、新技術の

様々な能力、様々な顧客のニーズおよび、これらの組み合わせから引き出される製品の特

徴、を一覧表（製品特徴ワークシートと呼ぶ）にすることが有効である。

ステップ 3：優秀なビジネスケースを通して企画した製品の潜在力を伝達せよ

次にチャンピオンは製品アイディアをもとにしてビジネスケースを作成しなければなら

ない。ビジネスケースで最も重要なことは、会社がその計画に従うことによっていかに利

益を得るかについての優秀なストーリーを含んでいることである。なぜなら、そのビジネ

スケースは、チャンピオンが鍵となる人々から必要な資源を獲得することが出来るような

説得力のある道具でなければならないからである。ビジネスケースには、ビジネスケース

の輪郭、製品市場マトリックス、市場機会ワークシート、財務（歳入と支出の状態と損益

分岐点分析）、戦略が記述される。

製品市場マトリックスとは、ある製品アイディアの顧客区分を縦軸にとり、製品特性の

次元を横軸にとった表である。この表は各セルの重要性の度合いをインタビュー調査など

により書き込むことで、製品のターゲットとする顧客区分と製品特性を議論することに用

いるものである。

また、市場機会ワークシートとは、ある製品アイディアの収入予測の定量化を支援する

ための道具であり、すでに述べた製品特徴ワークシートと製品市場マトリックスの結果を

もとに、ある製品アイディアのその市場区分の具体的な顧客の数の予測値を記入し、ある

製品アイディアの顧客の合計を計算する表である。

ステップ 4：企画した製品の潜在力を立証するために必要な資源を獲得せよ

ビジネスケースを作成したら、次に企画した製品の事業の潜在力を立証する必要がある。

つまり、実際に試作品を製造し、その試作品をもとに本格的なマーケットリサーチを行う

ための資源などを必要とするからである。このために必要となる資源を獲得するために、

必要な資源に接近できる人を見つけることが必要である。例えば、タイミング良く人のコ

ントロール下にある余剰資源を見つけることや、プロジェクトに同情する人を見つけるこ

とである。その際、チャンピオンの信頼性が増すことにより、チャンピオンは必要な資源

を獲得するのが容易になる。そして、チャンピオンの信頼性は、チャンピオンの実績とそ

の計画の質から得られる。

ステップ 5：新規事業のリスクを減少させるために獲得した資源を使用せよ

プロジェクトに必要な資源を求めて、受け取ったら、それらをそのプロジェクトのビジ

ョンを立証するために使用しなければならない。この資源はチャンピオンが、予想される

顧客の数、製品の出荷数および製品価格など事業計画の確証のための情報を得るために役

立つであろう。

ステップ 6：正式な製品開発のためのプロジェクトの承認を求めよ

正式な製品開発プロジェクトの承認を得るためには広範な準備を必要とする。賢いチャ

ンピオンは、正式な製品開発プロジェクトの承認会議の前に、彼らのプロジェクトを非公
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式に承認させる。

ステップ 7：承認基準にプロジェクトを適合させよ

チャンピオンとプロジェクトのスポンサーは、正式な製品開発プロジェクトの承認を得

るための準備を行わなければならない。チャンピオンとスポンサーは、そのプロジェクト

の言語、目的、目標、プロセス、時間ラインおよび期待などを、意思決定者の承認基準に

適合するようにしなければならない。

ステップ 8：プロジェクトを承認するかどうかの決定

チャンピオンは、正式な製品開発プロジェクトのための承認を求める前にすべての関係

者の関心に素早くかつ完全に対応しなければならない。もしその承認が却下されたら、チ

ャンピオンは防衛的や対立的になったりしないで、次回の承認審査で効果的に対応するた

めに、却下された理由について説明を求めるべきである。

ステップ 9：製品開発プロジェクトを推進し発表せよ

プロジェクトが正式な製品開発段階に入ったとき、チャンピオンの役割は変化する。な

ぜなら、チャンピオンはもはやプロジェクトの発展を直接コントロールしないからである。

しかしプロジェクトに必要な資源を維持し、プロジェクト内に熱意を生成し、プロジェク

トにとって困難な部分で働き、その事業のビジョンを説明し続けることは、チャンピオン

に残された重要な仕事である。プロジェクトが正式な製品開発プロセスを通して動くので、

プロジェクトは死の谷を離れる。

2.2 Markham（2002）のマネジメント手法に関する議論
以上が Markham（2002）によるチャンピオンの視点でのプロセスにおける新規事業成

功のための具体的なマネジメント手法である。これはオーソドックスなチャンピオンのた

めの手法である。今までともするとチャンピオンの存在やその情熱や動機付けや経験など

が議論されてきたが、本論文の特徴はそれら以外のチャンピオンが持つべき具体的な手法

やツールについて紹介し議論していることである。これらを用いることによりチャンピオ

ンの活動がより効果的かつ効率的になり、新規事業開発プロセスの成功を高めることが出

来よう。

一方、チャンピオンの視点でのプロセス手法だけで新規事業開発を進めるのは、やはり

困難である。例えば、足りない技術の調達や開発のための人材確保や資金調達の点で困難

が存在する。また、チャンピオンが困難な状況から逃げられるようにするにはこのプロセ

スだけでは厳しい。また一度プロジェクトが中止になったら終わりになってしまう。その

ような点でこのモデルは困難な点をすべて解決しているわけではない。

また、ステップ 1 やステップ 2 で詳細されている新しい製品やサービスのアイディアを

考案するツールについてもさらに深い考察が必要であるだろう。例えば、すでに他社が行

っている事業に新規事業として参入するケースやまだ世の中に存在しない事業を構築する

ケースなど、新規事業の創造性の度合いによって、アイディアの考案に有効なツールが異

なることが想定されるからである。
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3. ミドルマネジメントの視点での新規事業開発を成功に導くモデルの研究

ラディカルイノベーションとは、既存の市場をすっかり変えたり新しい市場を生み出し

たりする性能上やコスト上の重要な改善を提供する前例のないパフォーマンスの特徴や似

たような特徴を伴う製品であり、プロセスであり、サービスである。（Leifer et al.（2001））
すなわち、新しい市場を生み出すという点で、ラディカルイノベーションは新規事業開発

を含んでいる。

Leifer et al.（2001）は 10 社の成熟した大企業における 12 のラディカルイノベーショ

ンの 6 年にわたる経時的研究（Leifer et al.（2000））から、ラディカルイノベーションの

ライフサイクルは不確実性と不連続性が多い点でインクリメンタルプロジェクトのライフ

サイクルとは似ていないことを見出し、ラディカルイノベーションプロジェクトがインク

ルメンタルプロジェクトとはまったく異なる管理を必要とすることを指摘している。なぜ

ならラディカルイノベーションでは、技術的および市場的な不確実性が高い上さらに組織

的と資源的な不確実性が存在し、プロジェクトを失速させているからである。

ここでラディカルイノベーションに特有の組織的な不確実性と資源的な不確実性とは

次のとおりである7。組織的な不確実性とは、具体的には、プロジェクトに適切な人材を採

用できるか、ほかの組織との関係を良好に保つことが出来るか、プロジェクトへの指示の

変化の容易さを扱うこと、運用部門の短期的業績主義的な傾向に打ち勝つこと、既存製品

と利害関係のあるプロジェクト製品への反発への対応、などの不確実性である。資源的な

不確実性とは、具体的には、プロジェクトを完了するためにどのようなファンディングと

能力が必要か、正式な配分予算以上の資源の源泉を見出るかどうか、という不確実性であ

る。 
そしてラディカルイノベーションを成功に導くように、これらの資源的と組織的な不確

実性を管理し、減少させるために、以下のようにラディカルイノベーションハブ（以下、

ハブ）の概念と 7 つの要請を提示している。

3.1 Leifer et al.（2001）によるラディカルイノベーションを成功に導く 7つの要請
要請 1：ラディカルイノベーションのハブを構築せよ

ハブとは、企業内の様々な組織におけるラディカルイノベーションを集中的にマネジメ

ントする社内の 1 部門である。つまり、ハブはラディカルイノベーションのプロジェクト

の発端から商業化までのマネジメントを一貫して行い、そのマネジメントのための専門能

力を開発し、蓄積する役割を持つ。そしてラディカルイノベーションのプロジェクトにお

いて重要な役割を案じる人々、例えば、社内のベンチャーキャピタリスト、プロジェクト

の評価メンバーや監督役員、社内企業家、後に説明するハンターとギャザラーなど、の所

属部門でもある。

7 なお、技術的な不確実性とは、例えば、プロジェクトに必要な技術が変更になってしまうとか、研究

室では必要な科学反応が可能だが、デモ機や工場ではこの反応がうまくいかないとか、という不確実性で

ある。また、市場的な不確実性とは、例えば、ある想定していた製品用途が途中で想定していた顧客の都

合でなくなってしまったり、新しい製品用途が特定されるまでプロジェクトが冬眠したり、ある製品用途

について政府が規制を設けてしまったり、大口顧客のサイドでの製品のテスト使用で不適切な管理を行っ

てしまったり、というような不確実性である。
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要請 2：ハンターとギャザラーを配置せよ

革新的なアイディアを推進させるためには、企業は最初に機会を認識することが必要で

あり、そのためにアイディアのハンターとギャザラーが必要となる。ハンターとギャザラ

ーは、革新的なアイディアのチャンピオンとして、アイディアを受け取ったり探索したり

して、その価値を認識して、さらにアイディア生成者とともにそのアイディアを前進させ

る役割（例えば、ビジネスプランの作成や資源獲得を支援する）を持つ。例えば、R＆D
部門や事業部門のミドルマネジャーなどが通常の業務と並行してこれらの活動を担当する。

ギャザラーとは、革新的なアイディア生成者からのアイディアの受け取り手であり、革新

的なアイディアを持つ研究者などの求めに応じて、相談を受け、ハブと連携して、そのア

イディアを前進させるための支援活動を行う。一方ハンターはギャザラーよりも豊富なラ

ディカルイノベーションや事業開発の経験を持ち、ギャザラーの行う役割に加えて、さら

に普段から業務として革新的なアイディアを求めて社内を積極的に探索する活動も行うも

のである。つまり、ギャザラーは革新的なアイディアに対して受動的な受け取り手である

のに対し、ハンターはそれに加えてさらに革新的なアイディアを自ら積極的に求める活動

も行うという違いがある。

ハブは革新的なアイディアの生成を支援することが出来る。なぜなら、ハブは、このよ

うなハンターとギャザラーを採用し、訓練して、アイディア生成者とハンターとギャザラ

ーのネットワークを形成することによって、ラディカルイノベーションのアイディアの獲

得を促進することが出来るからである。つまり、ハブと様々な組織とのインターフェイス

としてハンターとギャザラーが存在するからである。彼らは普段これらの社内の様々な組

織のなかで仕事を行うその一方で、彼らをコーディネイトするハブに仕事の報告を行う。 

要請 3：ラディカルイノベーションのプロジェクトに適したマネジメントをせよ

すでに述べたようにラディカルイノベーションのライフサイクルには、不確実性と不連

続が多い。このため、ラディカルイノベーションのマネジャーは、前もって決められた手

続きに沿って行うような通常のルーチン業務の管理方法でなく、不確実性と不連続に対応

するように、ラディカルイノベーションに適した柔軟なマネジメントを行わなければなら

ない。また、マネジャーは、プロジェクトと主流の組織とのインターフェイスを管理しな

ければならない。そのためにマネジャーは主流の組織と頻繁なコミュニケーションを行い、

さらにマネジャーは主流の活動としてプロジェクトを吸収する組織を準備し、さらにプロ

ジェクトをインキュベートし続けるために必要な資源を確保する。

ハブは不確実性を減少させる。なぜなら、ハブは、ラディカルイノベーションのライフ

サイクルの性質とどのようにプロジェクトにまつわる不確実性を減少させるかを、プロジ

ェクトが理解するのを助けるために、専門家とメンターを提供することが出来るからであ

る。また、ハブはラディカルイノベーションのプロジェクトのマネジメントシステムを構

築できるからである。そしてこのマネジメントシステムを用いて、そのマネジメントを通

じて蓄積した経験により、プロジェクトチームに資源獲得、市場の学習方法、プロジェク

ト評価基準および既存事業部やシニアマネジメントとのインターフェイスの管理について

アドバイスを行うことが出来る。

要請 4：プロジェクトに必要な資源の獲得のスキルを開発せよ
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ラディカルイノベーションのプロジェクトでは一般的に必要な資源は与えられた研究資

源より多い。予算や設備や人材を得ることは、ラディカルイノベーションにとって困難な

ことである。そのため、プロジェクトのメンバーはこのような資源の獲得に過度の割合の

時間とエネルギーを費やす。

ハブは資源の獲得を容易にする。なぜなら、まず、ハブはラディカルイノベーションプ

ロジェクトのマネジャーやチームメンバーに資源獲得の訓練を行うことが出来るし、プロ

ジェクトに必要な社内外の資源を見出すことの出来る資源獲得の専門家を加えることも出

来るからである。また、ハブはプロジェクトへの資源供給の仕組みとしてベンチャーキャ

ピタルのようなモデルを取り入れることが出来るからである。この際に、ハブは資源獲得

や資源提供に関する適正な意思決定委員会を組むことが出来、その委員会のなかにラディ

カルイノベーションの経験者や技術者やベンチャーキャピタルの経験者を含めることが出

来る。 

要請 5：プロジェクトの移行を加速させよ

プロジェクトはある時点で、プロジェクトの存続やその製品の市場参入のために、プロ

ジェクトの受け入れ部門に移行しなければならない。しかし、プロジェクトの受け入れ部

門への移行中も、市場や技術に関する問題はそのプロジェクトに存在し続ける。

ハブはこのようなプロジェクトの移行プロセスをスムーズにすることが出来る。なぜな

ら、ハブは、プロジェクトの移行に関するアドバイザリー委員会を組織することが出来る

からである。そしてハブはプロジェクトが受け入れ部門（既存事業部か新しく作られる事

業部か、または外部ベンチャー）に移行するタイミングを決定し、さらに、プロジェクト

の移行の面倒をみる移行チームを組織するからである。

要請 6：ラディカルイノベーションをリードする人材を見つけよ

ラディカルイノベーションにはそのために適した人材が不可欠である。リスクを冒す性

格でありラディカルイノベーションに魅了された異端的な性格の人がプロジェクトをリー

ドしているが、そのような人々を採用し開発し維持するための計画的な試みは企業では見

られない。

ハブはラディカルイノベーションを起こす才能のある人を探すことが出来る。なぜなら、

企業はラディカルイノベーションを実行する人々をどのように魅了し、開発し、報償し、

維持するかを学ぶ必要があるが、ハブはラディカルイノベーションを起こす人材を得るた

めに、その人的ネットワークを通じて、社内の組織を積極的に調査することが出来るから

である。

要請 7：リーダーたちの複数の役割を動員させよ

シニアマネジメントにはラディカルイノベーションを擁護する後援者と挑発者と文化の

彫刻者としての 3 つの役割がある。

特に後援者としてのシニアマネジメントの役割はプロジェクトの盛衰にとって重要であ

る。実際、プロジェクトでは 1 人かそれ以上の役員が後援者の役割を演じていて、多様な

組織的な保護や資源を提供し異端的なイノベーターを勇気付けていた。後援者はプロジェ

クトチャンピオンを、チャンピオンの個人的な性格や 2 人の間の長い関係やほかの重要な
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プロジェクトを達成したチャンピオンの実績により、信頼していた。

効果的な後援者になるためには、実質的な支持を与え続けるかまたは後援者でなくなる

ときには他の役員へのプロジェクトへの支持の受け渡しをしなければならない。なぜなら、

多くの企業で、プロジェクトを外れた後援者に続く役員はそのプロジェクトを減速したり

殺したりしているからである。

ラディカルイノベーションのマネジメントのために、ハブはラディカルイノベーション

やその市場開発にどのくらい時間が必要で、どのくらい多くの企業家が必要かを示すよう

な知識マネジメントシステムを組み立てアップデートする。

3.2 Leifer et al.（2001）のモデルに関する議論
以上が Leifer et al.（2001）によるミドルマネジメントの視点でのラディカルイノベー

ションプロセスの研究による、ラディカルイノベーションを成功に導くための、ハブの概

念とその実行プロセスでの 7 つの要請の提案である。このハブは新規事業開発分野の研究

における新規事業開発管理部門に相当する概念である。しかし、従来の新規事業開発部門

の概念が組織制度的な意味合いが強かったのに対し、ここではさらに積極的な役割を提案

している。もちろん従来でもここで提案されているいくつかの機能について議論されてい

たが、従来の考えでは部門間の人員の活発な交流や移動という点でこれほど積極的な役割

を負っていなかったし、これほどプロセスに沿った機能を明示していなかった。また逆に、

彼らの提案は従来新規事業開発分野で議論されてきた新規事業開発管理部門の概念をラデ

ィカルイノベーションに拡張させ応用したものともいえる。

しかし、ハブの提案の箇所で説明されているように、プロジェクトやハブに関する鍵と

なる一部の人々の所在が既存組織のままであり、そのために生じる様々な困難を残してい

ること、また独立ベンチャーやオープンな視点でのプロセスに比べると資源調達のダイナ

ミクスから生まれる成長スピードや成長プロセスの途中での戦略的選択肢の存在という点

では劣るといえるだろう。

4. トップマネジメントの視点での新規事業開発を成功に導くモデルの研究とその実践事
例としてのルーセントテクノロジー社のニューベンチャー活動の事例分析

ここではトップマネジメントの視点でのオープンなプロセスの研究とその具体例である

ルーセントテクノロジー社（以下、ルーセント社）のニューベンチャーグループ（以下、

NVG）のケースを紹介し議論する8。

4.1 オープンイノベーションの定義と背景
Chesbrough（2003）によるオープンイノベーションの定義と背景を述べる。イノベー

8 筆者は、この事例を成功事例として取り上げている。なぜなら、事例中で記述したように、ルーセン

ト社がこのニューベンチャー活動を中止するまでに、外部に生成したベンチャーが、ＩＰＯを行い、また

全社戦略的利益のために既存事業部門へ吸収されるなどして、このモデルの目的に対してある程度の成功

を収めているからである。また、ルーセント社は、このＮＶ活動を途中で中止しているが、それはルーセ

ント社の本業悪化によるリストラによるもので、このＮＶ活動自体が失敗であったからではない。よって、

事例中で記述したように、ベンチャーを行う科学者の動機付けの問題やこのモデルとルーセント社の株主

価値との関係の不明確さという問題など解決すべき課題はあるものの、本事例は成功事例であるといえる。
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ションを企業がすべてコントロールし、彼ら自身のアイディアをもとに自ら開発し、製造

し、市場化し、供給するのが従来のクローズドイノベーションである。しかし、知的ワー

カーの数と流動性の劇的な増加により、企業が彼らのアイディアや能力を管理することが

困難になってきた。また、プライベートベンチャーキャピタルの成長は、企業の研究所の

外でアイディアを商業化することを支援した。これらにより、企業が市場への道を外に配

置することによって外でアイディアを商業化するオープンイノベーションが可能になった。

その手段はスタートアップ企業やライセンス契約などである。また、アイディアは企業の

研究所の外で起こることも出来るし、それを商業化のために社内に持ってくることも出来

る。クローズドイノベーションを行う企業は多くの機会を逸する傾向にあるが、オープン

イノベーションは“False negative”（最初は有望性に欠けると思われるが、後で驚くべき

価値になるようなプロジェクトを逃す失敗）を救済することが出来る9。

4.2 ルーセント社の NVGのケース
オープンイノベーションのプロセスのうち、新規事業開発プロセスに参考となる、企業

の内部のアイディアや技術を既存事業や企業の外で商業化する手法の具体例であるルーセ

ント社の NVG の事例を記述する10。

ルーセント社のＮＶＧの概要

ルーセント社は、1996 年に AT＆T 社から分離独立した通信機器分野の大手企業であり

米国本社に約 2 万人以上、世界中で 13 万人の社員を持ち、ベル研究所を中心に 1 万人以

上の研究者を持つ製造業企業であった。

ルーセント社がニューベンチャー活動を始めた動機は、最大の競争相手であるシスコシ

ステムズ社が売り上げでは 60 億ドルとルーセント社の売り上げ 300 億ドルとは大差があ

るにも関わらずシスコ社がルーセント社と同じ株価総額を持つに至ったことにより、ルー

セント社の CEO（リチャード・マッギン氏）が特に憂慮したことであった。

ニューベンチャー活動のアイディアはルーセント社のビジネスに直結しないビジネス

のサブセットを取り出し、ルーセント社の外部で価値を生み出すことが出来るビジネスを

取捨選択し、そのベンチャーを株式公開させることであった。つまり、ニューベンチャー

9 Chesbrough（2004）は、False negative を管理する方法として以下を挙げている。１、プロジェク

トへの支持をやめる決定を行った後、プロジェクトの人々が新しいプロジェクトに移るか、まだそのプロ

ジェクトに残っているかを観察することであり、もし残っているのならその人々はプロジェクトのための

外部の顧客を見つけている可能性がある。２、やめたプロジェクトを外部にさらすことである。ＩＢＭは

一度やめたあるプロジェクトを、外部のユーザーのそのサイトへのアクセスが以前の１０倍になったので、

再考してプロジェクトを再開した。３、却下したプロジェクトの外部へのライセンスである。ここでライ

センシーの経験から学ぶことが出来る。インテル社はビジコン社のマイコンの使用を見て、そのラインセ

ンスを買い戻した。４、外部のスピンオフベンチャーを形成することである。もしそのベンチャーの利益

が出たなら、その企業の持つ株式は価値があるし、また新しい学習が可能になる。本稿で扱うルーセント

のケースはこのことに相当する。以上の方法を管理するために支持をやめることを決定したあとでさえ起

こる出来事を記録するトラッキングシステムを構築する必要がある。
10 この記述のための情報は、Chesbrough and Socolof（2000）、Chesbrough（2003）および日本の某

大手メーカーに所属する筆者の知人がルーセント社のニューベンチャーグループのバイスプレジデント

に対して 1999 年 5 月に約 2 時間行ったインタビュー内容の社内ドキュメントを中心に構成し、さらに雑

誌記事（手代木（2000）、真弓（2001）、脇（2001））、新聞記事（藤岡（1999a）（1999b））およびルー

セント社、シスコシステムズ社、ノーテルネットワーク社のアニュアルレポートで補いかつ確証した。
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活動の目標は、ルーセント社の将来を築く新規ビジネスの創造およびルーセント社内での

企業家精神の浸透であり、この点についてニューベンチャー活動は、CEO のサポートを得

ていた。具体的には CEO のサポートと年間で１，２個のベンチャーを成功に導くことで

ベンチャーズフィーバーを沸き立てたいと考えていた。

ルーセント社はこれらの目標を達成するため 1996 年の夏に調査を始めた。広範な社外

のベンチマーキングと学術研究の吟味を行った。学術研究はその企業の主流事業への戦略

的貢献と新しく生成したベンチャーからの財務的回収を最大化することとの間の相反とい

う問題を指摘していた。そしてこれらの吟味を考慮しつつ、ルーセント社はニューベンチ

ャー活動をマネジメントするため NVG を 1997 年に設立した。

NVG の組織は、社外からのベンチャーキャピタル経験者や社内の R＆D 経験者などを

含むプレジデント以下 25 名のスタッフで構成された。その業務はディールフローの獲得、

プロジェクトのプロモーションおよびビジネスプランの作成などであった。

2001 年 3 月までにルーセントの NVG は社内外あわせて 26 のベンチャーを展開し、年

間で＄8000 万以上を投資していた。それらのベンチャーの大部分は、ルーセント社の戦略

的興味により、インターネット、ネットワーキング、ソフトウェア、無線、デジタルブロ

ードキャストの分野であった。

ＮＶＧの運用は数年間で進化した。そのマネジャーは無線通信や e コマースなどに審査

を迅速に出来るように投資領域を特化させた。また NVG はベンチャーの資金のすべてを

ＮＶＧが供給する方向から、外部のベンチャーキャピタルとシンジケートファンディング

を求める方向に方針を変更した。その結果、NVG の役員構成は、技術者やコンサルタン

トからベンチャーキャピタル企業のパートナーまでとなった。また、ＮＶＧは数多くのよ

り小さい投資を行う方向から、数少なく大きな投資を行う方向へと方針をシフトさせてい

った。

そして 2000 年からのルーセント社の業績悪化とその責任による 2000 年 10 月の CEO
の更迭を背景に、NVG は 2002 年 1 月にそのポートフォリオをコラーキャピタル社に売却

し活動を終えた。

プロジェクトのマネジメント

NVG のプロジェクトのマネジメントは、発掘プロセス、市場評価プロセス、新規ビジ

ネスの立ち上げおよび出口の順序で行われていた。発掘プロセスでは年間約 75 のプロジ

ェクトを発掘し、それは①リサーチャーから直接アプローチ、②ビジネスユニットからア

クセス、および③すでにある人脈を通じてグループが発掘、の 3 つの方法で行っていた。

各プロジェクトでの発掘の所要時間は 30 分から 2～3 週間までであり、アウトプットは機

会ステートメントという社内文書であった。

市場評価プロセスでは、①コンセプト、市場、他の参入者、販売チャネル等の調査、②

リサーチ上のコンセプトからプロダクトのコンセプトの作成、③購入の可能性のある顧客

への接触、④アウトプットとしてビジネスプランの作成、を行った。

新規ビジネスの立ち上げのプロセスでは、チームのリーダーシップのコミットとベンチ

ャーとして設立するか否かの最終判断を行った。なお、ベンチャーの立ち上げ決定に先立

ち、9 ヶ月間は既存事業部門にその技術を買い取る優先権がある。既存事業部門が期間内

に買い取らない技術やビジネスがベンチャー生成の対象となるのである。
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そして出口として複数のパス、例えば社内統合、事業売却、株式公開、技術ライセンス

および清算など、を用意した。これらの複数の出口パスの画一的な選択基準は存在しない。

これらのそれぞれの価値を適時総合的に判断してトップマネジメントが判断する。例えば、

ルーセントは社内ベンチャーのルーセントデジタルビデオをまだデジタルビデオを市場が

程遠いと判断して別会社として設立したが、その会社の活動経過の観察からその市場がす

でに大きいことがわかり、ルーセントはそのベンチャーの株式をすべて買取り、社内の事

業部門に統合し、自社のその市場への参入を加速した。

社内には数多くの潜在的なプロジェクトが存在するが、重要なことはプロジェクトの量

よりプロジェクトの質であり、1～5 個の良いディールを見つけることにスタッフは注力し

た。10 のプロジェクトのうち 1 つだけが質が良い程度であった。スタッフにとって重要な

ことは自分で判断を下すのではなく、研究者を発掘のプロセスのなかに取り込むことであ

った。つまり潜在するビジネスを発掘するための戦略は、自分から出かけていってベンチ

ャー設立につながるプロジェクトを認定するために研究者と語ることであった。

ビジネスのスクリーニングは、技術の優秀さ、コンセプトの持続可能性、市場の魅力度、

チームのマネジメント能力、資産流動化への複数パスの存在、の５項目を５段階で採点し

ていった。

ベンチャーのマネジメント

NVG は投資の範囲、成功測定、ポートフォリオアプローチ、ガバナンスおよび意思決

定の次元では、独立したベンチャー企業のようにマネジメントを行った。その平均的投資

は最初は小さく、ポートフォリオを構成し多角的な投資を試みた。しかし、NVG はルー

セント社の企業文化に合うように注意深く多くの調整を行った。ほかの次元、例えば目標、

ファンディングメカニズム、報償実行などのマネジメントでは、NVG はルーセント社の

全社のマネジメントと独立したベンチャー企業のようなマネジメントとの中間のマネジメ

ントを行った。また NVG は効果的なベンチャーマネジャーは企業家的経験と大企業にお

ける数年の職業経験の両方を持つ人たちであることを見出した。

既存主流事業とのコネクション

NVG はその活動を通じて主流事業部門と密接にコンタクトを確立してきた。このこと

は NVG にとって新しいベンチャーの機会の源泉としても市場の傾向やニーズを学ぶため

にも貴重であった。また NVG のポートフォリオのなかのいくつかのベンチャーは、ルー

セント社のビジネスへの戦略的貢献としてルーセント社内の事業部門に再買収された。ま

た NVG のマネジャーの要請は、ルーセント社の全社的マネジメントとベンチャーキャピ

タルとしてのマネジメントとの間の相反を観察し管理することであった。

問題点

大きな問題は 3 点存在した。まず、高い報酬が期待できるものの新しいベンチャーへ移

行する人が少なかったことである。なぜなら科学者11のモチベーションが起業としての成

11 ここでの科学者とは、画一的な職種があるわけではないが、社内ベンチャーのビジネスの基盤技術の

研究や新製品の開発を社内ベンチャー以前から担当し、社内ベンチャー開始時に社内ベンチャー組織に異

動した研究者を指している。
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功になく、科学界で成功することであったからである。つまり、科学者にとって成功報酬

はお金ではなかった。例えば、同制度でスピンアウトしたあるベンチャーに属する 3 名の

研究者の要求は、多額の研究費用と多くの論文を書くことであった。

第 2 の問題点は、巨大ビジネスの伝統が新しい企業家精神を巨大企業のなかに吹き込む

ときの最大の障害であったことである。ルーセント社は AT＆T という米国の巨大電信電話

会社の研究組織を母体とした大企業であり、その研究者やマネジャーの間には官僚的な組

織風土が浸透していた。このため、急成長する新規事業を次々と創造するために必須な企

業家精神を数年で浸透させることは困難であった。

そして第 3 の問題点は、NVG の株主価値や全社戦略への貢献度合いの測定が困難な点

で問題であった。NVG はコーポレイトベンチャーキャピタルという仕組みを用いている

ため、その利益に株主がどこまで関与できるかは困難な問題であった。例えば、そのベン

チャーキャピタルの投資回収には 7 年から 10 年という長期間を要するため、その期間中

には NVG の活動をルーセント社の株価や配当として株主に短期的に還元することが出来

なかった。また、NVG の形成したベンチャーの成果を既存事業に活用したり、ベンチャ

ー自身を既存事業組織に吸収する場合に、ルーセントの既存事業への貢献度合いについて

測定できる仕組みがなかった。このため、NVG の活動のルーセント社の全社戦略への貢

献度合いが明確でなかった。さらに新たなベンチャーの生成段階でもその事業予測が極め

て困難なため、ルーセント社の株主へその価値を説明することが困難であった。これらの

問題は、その後のルーセント社 CEO の更迭や企業業績悪化背景のなかで NVG の活動の

中止をもたらした。

4.3 トップマネジメントの視点でのモデルの議論
これまでコーポレイトベンチャーキャピタルは外部の技術ベンチャーに投資するとい

うのがほとんどであった。内部技術に投資するこのオープンイノベーションのモデルは新

しい手法であり、従来の新規事業開発プロセスの改善という視点で価値がある。このモデ

ルは、従来のクローズドな手法の欠点を補い独立ベンチャーと大企業によるサポートの良

い点を組み合わせた手法である。この点においてこのモデルは Markham のチャンピオン

による視点のモデルやミドルマネジメントの視点によるハブ概念のモデルの残された問題

点にある程度の解決策を与えている。例えば、足りない資源（技術、専門を持つ人材、資

金など）の外部調達手段やチャンピオンの困難な活動からの解放が存在する。また、クロ

ーズドな社内新規事業では独立したベンチャー企業のような早い成長スピードと大きな資

金調達が不可能であるが、このモデルはこれらを改善する。さらに、一から独立ベンチャ

ーを立ち上げるよりも、その出発や途上での支援インフラの点で有利になる可能性が高い

と考えられる。また、先行研究が指摘してきた社内チャンピオンのその後の不遇も改善で

き、チャンピオンの経験やスキルを次の大きなチャレンジに生かすことが出来る。また、

False negative に対する対策という点でも対応が出来る。

一方で問題点もいくつか存在する。ケースでも指摘されているように、やはり常に大企

業のマネジメントと独立したベンチャー企業のようなマネジメントとの間の相反する緊張

はまだ存在する。そして本業に比べて相対的に事業規模が小さくまた管理コストがかかる。

またケースで指摘されているように NVG の活動の戦略的貢献や株主価値が明確でない。

これらの理由とルーセント社の本業の業績悪化と CEO の更迭により、ルーセント社はこ
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の保有株を売却してＮＶＧ活動を中止するに至ったといえよう。このことはこのモデルの

限界を提示している。

また、選択肢としてベンチャーの株式をすべて買い戻すことはその企業に大きな資金的

負担を強いるので、保有するほかのベンチャーの株式を売却することでこの資金を補える

かもしれない。しかし、このような株式を買い戻す行為は、規模が大きく利益の多い優良

企業にしか行えない。また、業界の浮き沈みや景気変動が株価に大きく影響するので、こ

の手法に影響を及ぼしてしまう。

また、問題点の指摘にもあった生成した社内ベンチャーの価値の測定の困難さが存在す

ることで、そのベンチャーの株式をすべて買い戻す際の価格算定にもあいまいさが存在す

るという問題が推測される。

さらにケースでも指摘されている研究者が金銭や起業志向でなく科学界での成功志向

にあることやルーセント社の伝統的な文化の問題は深い問題を提示している。研究者たち

がルーセント社に入社しているのは、起業志向や金銭的インセンティブのためというより

もむしろ、製品やその製造を通じて顧客満足を得たいからであろうし、技術や研究が好き

だからであろう。このことは何を行って生きていくかという生業の問題であり、新規事業

のマネジメントの問題というよりも、深いレベルでの企業文化の問題である12。この企業

文化の改善を十分に行わなかったためにルーセント社の業績が悪化したともいえるだろう

13。

また、ルーセント社の事例のように新規事業のマネジメントをオープンなモデルにする

ことにより、情報開示の問題も存在するであろう。例えば、内部技術を外部に公表すると

き、潜在的な外部の投資家にどこまで情報開示を行うかという問題が生じるであろう。そ

のため、このようなオープンなモデルにおいては、オープンなモデルでない場合よりもさ

らに企業機密情報の流出に対するマネジメント（例えば、情報の機密性のランク付けとそ

れに対応した管理）を慎重に行う必要がある。

5. 結論

本稿では、新規事業開発プロセスを成功に導くマネジメント手法やモデルに関する主要

12 この問題は、ルーセント社の問題なのか、それともモデルの問題なのかは本稿の調査分析結果だけで

は明確に出来ない。この点については今後のさらなる理論研究および事例研究の課題としたい。
13 ルーセント社の業績悪化は、IT バブルの崩壊による景気低迷とルーセント社が主流事業の電話用デジ

タル交換機からインターネット用ルーターの光伝送装置への業界ニーズの急速なシフトに追いつけなか

ったことによる。デジタル交換機事業から売却・撤退し光伝送装置事業企業を買収してこの分野に集中し

た規模的に劣るノーテルネットワークス社にルーセント社は負けてしまった。具体的には、この分野で常

にルーセント製品はノーテル製品に性能進化で約 1 年分の遅れをとった。その結果、この分野での 2000
年のルーセント社のシェアは 15％に落ちたのに対し、インターネットの 75％がノーテル社の光伝送シス

テム上で稼動しているとノーテル社のロス前 CEO が豪語するに至った。また 2000 年秋、ルーセント社

の親会社ともいうべき AT＆T がルーセント製品でなくノーテル製品を大量採用したことも業績悪化に影

響した。（脇（2001）、真弓（2001））ルーセント社が遅れた理由としては、「光伝送装置がこれほど成長

するとは思ってもいなかった」（マッギン前 CEO）（真弓（2001））ことや１年単位の予算制度の廃止な

ど本業を抜本的に改革したノーテル社に対して、改革が進行しているように見えた（藤岡（1999a））ル

ーセント社の官僚的でスピードの遅い体質はあまり改善されていなかったこと（真弓（2001））による。

しかし、後日談がある。勝利したノーテル社もネットバブルの崩壊により株価低落し、ロス前会長も 2002
年 4 月に更迭された。（脇（2001））
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最新研究のレビューを行い、さらにこれらの理論モデルの実践例であるルーセントテクノ

ロジー社のニューベンチャー活動の事例を調査分析し、背景にある理論モデルの妥当性を

考察した。この事例分析の結果により、レビューを行った理論、特に Chesbrough(2004)
の理論、の有効性や実際に実践することで生じる問題について明らかにすることが出来た。

よって今後の課題は、理論の有効性をさらに検証し、また生じた問題を解決するための

理論の改良や提示が必要である。そのためにまずは本稿の成果を踏まえて、別の最新実践

事例についてさらにケーススタディを行っていくことである。
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